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11～17％などとんでもない、社会
保障口実の増税論打ち破ろう 

各界連が事務局団体会議 
 

 消費税廃止各界連は 10 月 18 日、事務局団体会議を開きました。17 日に内閣府

の経済財政諮問会議が「現在の医療・介護給付の水準を維持するには２０２５年に

約14～31兆円分の増税が必要で、消費税でまかなうなら11～17％まで税率を引き

上げる必要がある」（朝日）との報道を受け、政府・財界のごまかしを打ち破る世

論づくりを急ぐことを決めました。当面、中央社会保障推進協議会（社保協）と共

同の宣伝行動を10月 25日（木）におこなうこと、11月 14日（水）の国会要請行

動・学習交流集会を成功させることを決めました。また、増税問題で政府・経団連

への申し入れを検討すること、10 月中に各界連ホームページが運用開始となるこ

とが報告されました。 

 

10・25 宣伝行動の概要と参加のお願い 
１、日時    2007 年 10 月 25 日（木） １７：３０～１８：３０ 

２、場所    新宿西口  

３、主催    消費税廃止各界連絡会、中央社保協 

４、全労連、新婦人、全商連、社保協、共産党国会議員、民医連から弁士の予定 

年金・社会保障口実の消費税増税は許さない 

消費税廃止各界連の国会行動と学習交流集会 
０７年１１月１４日 

 

第一部  午前中国会要請行動 

１０：００  要請行動打ち合わせ       衆議院第２議員会館第１会議室 

  要請行動出発 

１１：３０  まとめ集会             同上 

 

１２：１５～１３：００   国民大運動など３者共催昼休み集会が 

設定されれば、参加（第二議員会館前） 

             
 

第二部  学習交流集会          衆議院第２議員会館第１会議室 

１３：３０～１６：３０ 
主催者あいさつ 
政党あいさつ 
講演 1    公文昭夫氏（年金実務センター代表） 

「年金・社会保障は国の責任、財源に消費税は最悪の選択」（仮題） 
 
講演２    富山泰一氏（税理士、不公平税制をただす会事務局長） 

「大企業に適正課税、浪費の見直しで社会保障財源はある」（仮題） 
質疑、交流 
行動提起 
閉会あいさつ 
  
※各地の各界連の行動を知らせるニュースを送ってください 

消費税の大増税やめよ！ 
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